制限の緩和に係る認定申請書

	（あて先）　京　都　市　長
	
	年
	
	月
	
	日

	申請者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
	申請者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

	
	氏　名
（法人名）
	

	
	（代表者名）
	

	
	
	

	
	電　話
	


	京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例　　　　　　の規定により認定を申請します。

	代理者
	住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

	
	

	
	氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

	
	氏名（法人名）
	

	
	（代表者名）
	

	
	電　話
	
	FAX又はメール
	

	設計者
	住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

	
	

	
	氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）

	
	氏名（法人名）
	

	
	（代表者名）
	

	
	電　話
	

	建築物等の概要
	主な用途
	

	
	条例の適用を受ける部分の用途
	

	
	工事種別
	□新築　　□増築　　□改築　　□移転　　□用途の変更

□大規模の修繕　　□大規模の模様替え

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上
	
	階
	地下
	
	階
	うち申請
部分の階
	
	階

	
	延べ面積
	
	平方メートル
	うち申請部分の用途面積
	
	平方メートル

	工事着手予定年月日
	
	年
	
	月
	
	日

	工事完了予定年月日
	
	年
	
	月
	
	日

	敷地の地名地番
	京都市
	
	区
	


	施設の構造及び配置に関する基準への適合が困難な事項
	施設の構造及び配置に関する基準への適合が困難な理由等
	高齢者，障害者等又は多数の者が施設を安全かつ円滑に利用するための措置

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注１　該当する□には，レ印を記入してください。
２　この申請書には，特定施設の構造及び配置に関する基準への適合が困難であることを証明するために必要な図書を添付してください。
３　代理者の欄，設計者の欄，建築物等の概要の欄，工事着手予定年月日の欄及び工事完了予定年月日の欄は，この申請と併せて，京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例第７条の規定による協議又は変更協議の申請を行う場合は，記入する必要はありません。
□第１４条


□第３６条
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